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最大 16,000kN の高軸力柱を有する地上 10 階建て建物の免震改修工事が行われた｡柱切断時の軸力受替え工

事においては高い安全性が求められ，既存柱の柱頭部に打設した被覆コンクリート部を 2 方向の PC 鋼棒で圧

着し，上部構造の補強と油圧ジャッキの反力部としての利用を図る柱軸力受替え工法が採用された。本工法の

安全性を検証するために実施した構造実験の結果，反力部は設計荷重の約 2 倍まで無損傷を保ち，本工法の有

効性を確認した。 

キーワード：免震改修，柱，軸力，圧着，PC 鋼棒 

 Base isolation retrofitting work was undertaken on a 10-story building with a high axial force 
of 16,000kN in its columns. It was necessary to ensure a high degree of safety for the period that 
the columns were cut for substitution of the axial force. The clad concrete used for the 
reinforcement of the upper structure was cast at the capital of the columns and press-jointed with 
orthogonal PC tendons.  These were used concurrently as the reaction blocks for hydraulic 
jacking. As a result of performance experiments to prove the effectiveness of this approach, it was 
confirmed that reaction blocks are capable of supporting approximately twice their design load. 
Key Words: Base Isolation Retrofit, Column, Axial Force, Press Joint, Tendon 

 

 

１．はじめに  
 

本工事は，既存建物の 1 階部分の柱を切断し，免震部

材を設置する中間層免震改修工事である。建物は，鉄骨

鉄筋コンクリート (SRC) 造で柱スパンが比較的大きいこ

とから，長期軸力は最大で16,000kNあり，これまでの免

震改修工事の中でも柱軸力の大きい部類に属する。した

がって，柱切断時には，柱軸力を一旦仮受けし，免震部

材を設置した後再び戻すという一連の作業において高い

安全性が求められた。また，将来の免震部材の交換にも

配慮した工法を計画する必要があった。そこで，本工事

では改修後も建物の補強部材となる梁を新設し，梁が既

存柱に取り付く部分に打設された被覆コンクリート部を

PC 鋼棒で圧着し，これを油圧ジャッキの反力部として

利用する柱軸力受替え工法が採用された。 

本報では柱軸力受替え工法の概要について述べ，油圧

ジャッキの反力部の圧着性能を検証し , 本工法の有効性

を確認するために行った柱上部反力部性能確認実験と隅

柱基礎反力部性能確認実験の結果について報告する。 

 

２．柱軸力受替え工法の概要  
 

表-1に建物の概要を，図-1に免震層平面図を示す。本

建物は地下 1 階，地上10階のSRC造の官庁施設であり，

免震改修工事は 1 階部分で行う。改修工事期間中は 2 階

以上の事務室で執務を継続して行えることが施工条件の

一つである。本建物の特徴は， 2 階床が厚さ300mmのボ

イドスラブで梁がないこと，柱一本当たりの軸力が大き

いこと，柱の断面形状が意匠性を考慮した特殊な多角形

形状であることなどであり，これらが柱軸力受替え工法

を選定するうえでの重要な検討項目となった。 

柱切断時の軸力受替え工法には，仮設材を用いて支持
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する方法1),2),3)や，柱周りにジャッキ受け用の躯体を別途

設ける方法 4),5) 等がある。本工事では図 -1, 図-2に示す

ように，改修後の免震層上梁に当たるプレストレストコ

ンクリート補強梁（以下 PG 梁）を新設し，その両端部

に位置する既存柱周りの被覆コンクリート部分を油圧ジ

ャッキの反力部として利用する柱軸力受替え工法が採用

された。本工法では，既存柱から被覆コンクリートへの

柱軸力の伝達を，プレストレスによる圧着で生じる摩擦

力に期待している。この工法では，将来の免震部材の交

換も可能となる。 

図-3に柱種類別の軸力受替え概要図を示す。各柱の最

大軸力は，外柱（ A,D通り2,3,4柱， 1,5 通り B,C 柱）で

10,000kN，中柱（ B,C 通り2,3,4柱）で16,000kN，隅柱

（ 1,5 通り A,D柱）で 8,000kN の高軸力であり，かつ既

存柱の断面形状は多角形断面であることから，柱軸力受

替え時においては既存柱と被覆コンクリート間の摩擦力

を十分に確保する必要がある。そこで，既存柱の摩擦面

にはびしゃん仕上げによる目粗し処理を行い，被覆コン

クリート部は，同図(1)(2)に示すように直交 2 方向に配

置した PC 鋼棒による緊張を行い，両者の一体性を高め

ている。なお， PG 梁はスパン全長にわたって PC 鋼棒

による緊張を行うが，柱軸力受替え時の既存柱への圧着

をより確実なものとするために，既存柱周りの被覆コン

クリート部の緊張を先行して行い，梁中央部の緊張は軸

力受替え工事終了後に行うこととした。油圧ジャッキは

容量が 5,000kN のものを使用し，既存柱を挟んで対面す

る位置に 2 基ずつ配置した。このジャッキ位置直下の地

下 1 階には，厚さ 700 ～800mmの RC 袖壁が既設されて

いるため，ジャッキ設置部の補強は行っていない。 

隅柱の軸力受替え工事は，地下躯体の外壁面に油圧ジ

ャッキを設置する反力部がないため，図 -3(3) に示すよ

うに反力基礎を新設して行った。反力基礎部の応力伝達

機構は，打継ぎ部に設けたシアキーおよびアンカー筋に

よりせん断力を伝達させ，引張域となる上部を PC 鋼棒

で緊結させることにより曲げモーメントを伝達させると

ともに打ち継ぎ面の目開きの防止を図るというものであ

る。アンカー筋は，シアキー破壊後の急激な破壊を防止

することを意図したものである。 

 

 

 用 途 1F ：駐車場， 2F 以上：事務室 

 階 数  地下 1 階，地上10階，塔屋 2 階 

 構 造   SRC造（純ラーメン架構） 

 基 礎      べた基礎 

 竣工年      昭和49年 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 建物概要 

図-1 免震層平面図（1F） 

図-3 柱軸力受替え概要図 

図-2 新設 PG 梁 
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試験体記号 C2 C3 C3a C3b
対象 外柱(実仕様) 中柱(実仕様)

縮尺率

設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力

（設定値） 3,672kN 5,508kN

既存柱形状

C3に同じ

X方向主筋

Y方向主筋 6-D19(上下共)

せん断補強筋

PC鋼棒 16-21φ(XY共)

2,754kN

4-D10@70
24-21φ(XY共)

C3比較用

設計量×0.5設計量

-

1/2

6-D16(上下共)

750

7
50

750

8
50

750

8
50

試験体 項目 記号 方向 単位 実躯体 試験体 比（試/実）

設計荷重* Nd - kN 10,000 2,500 1/4.00
主筋の引張鉄筋比 pt X ％ 0.27 0.26 1/1.04
せん断補強筋比 pw X ％ 0.36 0.37 1/0.97
定着完了時ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力 Po X,Y kN/1本 1,081 270.3 1/4.00
設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力** Pe X,Y kN/1本 919 229.7 1/4.00
設計荷重* Nd - kN 16,000 4,000 1/4.00
主筋の引張鉄筋比 pt X ％ 0.14 0.14 1/1.00
せん断補強筋比 pw X ％ 0.35 0.36 1/0.97
定着完了時ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力 Po X,Y kN/1本 1,081 270.3 1/4.00
設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力** Pe X,Y kN/1本 919 229.7 1/4.00

*柱軸力受替え時の荷重、**有効プレストレス力：Pe=0.85×Po

C3

C2

３．柱上部反力部性能確認実験  
 

（１）実験計画 

a ）試験体 

 試験体は表-2に示す 1/2 縮尺の 4 体である。表-3に実

躯体と試験体の対応を示す。 C2 試験体は外柱の， C3

試験体は中柱の既存柱と被覆コンクリートを対象とした

ものであり，形状，配筋量，プレストレス量等の諸量は

いずれも実躯体に対応している。 C3a 試験体は，プレス

トレス量の違いを検討するために， C3 試験体のプレス

トレス量を 1/2 とした試験体である。 C3b 試験体は，既

存柱形状の影響を検討するために，既存柱の断面形状を

C3a 試験体の多角形断面を外接する長方形としたもので

ある。図-4に C2 ， C3 および C3a の試験体図を示す。

C3b 試験体は，既存柱形状が異なるのみで配筋量等は

C3a 試験体と同様である。各試験体ともまず既存柱を製

作し，接合面となる柱表面を電動びしゃん工具を用いて

目粗し処理し，被覆コンクリート部を後打ちした。写

真-1に目粗し処理の状況を示す。 

被覆コンクリートの強度の発現を確認した後， 2 方向

に配置した PC 鋼棒によりプレストレス力を導入し，既

存柱と被覆コンクリートとの一体化を図った。表-4に使

用材料の試験結果を示す。 

b ）加力および計測方法 

図-5に加力方法を，写真-2に加力状況を示す。加力方

法は，実施工時のジャッキに見たてた反力ブロック上に

試験体を設置し，既存柱部分を鉛直載荷装置（最大荷重

24,000kN）により加力する方法である。加力ルールは，

図-6に示すように柱軸力受替え時の設計荷重 Nd

（ C2 ：Nd=2,500kN，C3,C3a,C3b：Nd=4,000kN）まで加

力した後， Nd の 0.5 倍の荷重まで除荷し，その後最大

荷重まで再載荷する方法とした。ここで，本実験では，

実験装置等の能力を考慮して Nd の 4 倍，または既存柱

下部の鉛直変位が2.5mm程度となる荷重を載荷荷重の上

限の目安とした。 

計測項目は，鉛直荷重， PC 鋼棒の緊張力，既存柱と

被覆コンクリート部の相対変形，試験体下部の鉛直変形

および PC 鋼棒と主筋のひずみである。図-4にひずみゲ

ージ貼付位置と PC 鋼棒のロードセルの位置を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表-2 試験体一覧 

図-4 試験体図（C2,C3,C3a試験体） 写真-1 目粗し処理（びしゃん仕上げ）

表-3 実躯体と C2,C3 試験体の対応 

1,
10
0

70
0

750

7
50

777.5 1,025 777.5

ロードセル

既存柱

PC鋼棒
4ｘ4-21φ

-D10@70

PC鋼棒用
ひずみゲージ

-D
10
@
70主筋用

ひずみゲージ
（下端筋）

既存柱
PC鋼棒用
ひずみゲージ

▽
圧

着
面

　
　
P
C鋼

棒
用

ひ
ず
み
ゲ
ー
ジ

Y方
向
主

筋
：
6-
D
16
（
上
下
共
）

既
存
柱

1,
90
0

8
0
0

圧着面△

Y

X

被覆ｺﾝｸﾘｰﾄ部

被覆ｺﾝｸﾘｰﾄ部

被
覆

ｺﾝ
ｸﾘ
ｰﾄ
部

A A

A-A断面

B

B
B-B断面

X方向主筋：6-D19（上下共）

2,580

主筋用ひずみゲージ

650 650

反力ブロック

反力ブロック (1)C2試験体
A-A断面

△
圧

着
面

圧着面▽

(1)C2 試験体 

 

1
,1
25

85
0

8391,635.5

850 411.51,213

主筋：6-D16（上下共）

-D10@70

既
存
柱

既存柱

被覆ｺﾝｸﾘｰﾄ部

被覆ｺﾝｸﾘｰﾄ部

A

PC鋼棒4×6-21φ

PC鋼棒用ひずみゲージ

主筋用ひずみゲージ（下端筋）

ロードセル

PC鋼棒用ひずみゲージ

ロードセル

PC鋼棒用
ひずみゲージ

主筋用ひずみゲージ

Y

X

850

75
0

750 750
反力ブロック

A-A断面

A

既
存
柱反力ブロック

2,474.5

B

B

B-B断面

(2)C3,C3a試験体

▽
圧

着
面

△
圧

着
面

圧着面△

圧着面▽

 

(2)C3,C3a 試験体 



三井住友建設技術研究所報告 第 3号 

 96 

荷
重

N
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0.5Nd

4.0Nd

Nd：長期設計荷重
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変
位

δ
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mm
程

度

加力ステップ

圧縮強度 割裂強度 弾性係数 圧縮強度 割裂強度 弾性係数

N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2

C2 37.0 3.1 28,100 43.1 3.0 22,800
C3 38.0 2.9 28,700 43.9 3.4 23,300
C3a 38.0 - - 43.8 - -
C3b 39.0 3.1 29,200 44.2 3.6 23,700

種別 降伏応力度 降伏ひずみ 弾性係数

N/mm2 µ N/mm2

D19 SD345 338 1,919 176,000
D16 SD345 353 1,978 179,000
D10 SD295A 358 1,985 180,000

PC鋼棒 21φ C種1号 1,287 6,627 205,000
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(1)C2 試験体 

(2)C3 試験体 

試験体 締付け方向 記号 緊張作業 加力前 減退率 試験体 締付け方向 記号 緊張作業 加力前 減退率
完了時 kN kN % 完了時 kN kN %

EW方向 外側 4段目 P41 263 255 3.00 EW方向 外側 6段目 P61 276 271 2.03
C2 （ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P41LC 262 256 2.33 C3 （ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P61LC 263 259 1.64

緊張スパン 3段目 P31 258 251 2.52 緊張スパン 4段目 P41 272 254 6.56
放置時間 2,580mm 1段目 P11 259 252 2.78 放置時間 2,475mm 1段目 P11 277 268 3.50
116hour 内側 4段目 P42 256 250 2.38 188hour 内側 6段目 P62 276 262 5.00

3段目 P32 259 253 2.36 4段目 P42 265 258 2.75
（ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P32LC 262 255 2.82 （ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P42LC 256 249 2.50

1段目 P12 259 253 2.47 1段目 P12 269 252 6.51
260 253 2.58 269 259 3.81

NS方向 外側 4段目 P41 244 237 2.79 NS方向 外側 6段目 P61 263 247 5.86
（ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P61LC 256 245 4.26

3段目 P31 254 251 1.42 4段目 P41 260 - -
緊張スパン 1段目 P11 262 242 7.65 緊張スパン 1段目 P11 264 250 5.42

1,790mm 内側 4段目 P42 247 239 3.04 905mm 内側 6段目 P62 242 224 7.35
3段目 P32 243 236 3.04 4段目 P42 258 243 6.04

（ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P42LC 238 233 2.35
1段目 P12 272 262 3.64 1段目 P12 251 237 5.51

254 244 3.60 254 240 5.26平均値
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 ▽定着完了時ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力Po

 △有効ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力Pe （目標値）

 ▽導入時の許容値 X方向（緊張ｽﾊﾟﾝ：2,580mm）

 緊張作業完了時↑

220

240

260

280

緊張順序

プ
レ
ス
ト
レ
ス
力
（

kN
)

 ▽定着完了時ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力Po

 △有効ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力Pe （目標値）

 ▽導入時の許容値 Y方向（緊張ｽﾊﾟﾝ：1,790mm）

P32  　P42 　 P41 　 P31 　 P11 　 P12　  P44 　加力前

 緊張作業完了時↑

（116 時間後）

c ）プレストレスの導入と経過 

図-7に PC 鋼棒の緊張手順を示す。プレストレス力の

導入は，X方向，Y方向の順序とし，長いほうの PC 鋼

棒から行った。また，各方向の緊張順序は，中央部の

PC 鋼棒から開始し，左回りに順次外側の PC 鋼棒を緊

張することとした。 

図-8に C2 試験体における各 PC 鋼棒の緊張時から加

力前までのプレストレス力の推移を示す。 PC 鋼棒の緊

張完了後の平均プレストレス力は，X方向で 260kN，Y

方向で 254kNであったが，その後減退し，加力前（ 116

時間後）の平均プレストレス力はX方向で 253kN，Y方

向で 244kNであった。プレストレス力の減退率はX方向

で平均 2.6% ，Y方向で平均 3.6% となり， PC 鋼棒の

長さが小さいY方向の減退率の方がX方向より大きめの

値となった。表-5にプレストレス力の減退率の一覧を示

す。 C3 試験体も C2 試験体と同様の傾向が得られてい

る。加力実験開始前における各試験体のプレストレス力

は，設計時の PC 鋼棒 1 本当たりの有効プレストレス力

（目標値 229.7kN ）に対してやや大きめの値となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 加力ルール

図-8 プレストレス力の推移（ C2 試験体） 図-7 緊張手順（C2,C3試験体） 

荷重N 荷重N

C2試験体 C3,C3a,C3b試験体

反力
ﾌﾞﾛｯｸ 反力

ﾌﾞﾛｯｸ
1,300

1,500

鉛直変位測定部
鉛直変位測定部

δv

δv

表-5 プレストレス力の減退率の一覧 

図-5 加力方法 

写真-2 加力状況（ C3 試験体） 

表-4 材料試験結果 
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写真-3 最終ひび割れ状況 

支持部
支持部

(1) C2 試験体 

(2) C3 試験体 

(3) C3a 試験体 

(4) C3b 試験体 
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荷
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)
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4.0Nd

 曲げひび割れ目視確認
主筋0.58εsy

 設計荷重：Nd=2,500kN C2試験体
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0
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15000

20000

鉛直変位δv (mm)

荷
重

N
（
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)

1.0Nd

2.0Nd

3.0Nd
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  △   曲げひび割れ目視確認
 せん断ひび割れ目視確認
主筋降伏

C3

C3a
C3b

 設計荷重：Nd=4,000kN C3,C3a,C3b試験体

（２）実験結果 

a ）最終ひび割れ状況 

写真-3に実験結果の最終ひび割れ状況を示す。 C2 試

験体の加力時には曲げひび割れのみ確認され , せん断ひ

び割れの発生は見られなかった。C3,C3a,C3b試験体は曲

げひび割れとせん断ひび割れがそれぞれ発生した。 C3

試験体に比べて， C3a,C3b 試験体では曲げひび割れが多

数発生しており，プレストレス量の違いによる影響が見

られる。また， C3a 試験体よりも最大荷重の大きな C3, 

C3b 試験体の斜めひび割れは， C3a 試験体と比較して急

角度になっている。各試験体のひび割れは除荷後には閉

じ，プレストレス部材特有の性状を示した。 

b ）既存柱下部の鉛直変位 

図-9に荷重と鉛直変位の関係を示す。鉛直変位δ v は

既存柱下部中央と支持点間の相対変位であり，荷重 Nd

は柱軸力受替え時の設計荷重である。 

C2 試験体では， 2.0Nd 程度の荷重で曲げひび割れが

生じて剛性が低下し，その後 4.0Nd の最終荷重まで直線

的に荷重が上昇した。この時点での下端主筋のひずみ度

は降伏ひずみの58%（ 0.58ε sy ）であり，その後も荷重

は上昇するものと判断される。 C3 試験体も C2 試験体

と同様の傾向を示し， 4.0Nd の最終荷重とほぼ同時に主

筋が降伏した。除荷後の残留変形は，両試験体とも

0.3mm程度で微小であり，プレストレス部材特有の性状

を示した。 

一方， C3a,C3b 試験体は，プレストレス量が C3 試験

体の 1/2 であることから， 1.5Nd 程度の荷重で曲げひび

割れが生じて剛性が低下し，その後2.5mm程度の最終変

位まで荷重は漸増した。最終変位に至るまでに主筋は降

伏し，主筋降伏時の荷重は， C3a 試験体が 3.2Nd ， C3b

試験体が 3.6Nd であった。また，多角形断面柱の C3a 試

験体の方が長方形断面柱の C3b 試験体に比べて，ひび割

れ以降，同一変形量での荷重が小さくなっている。これ

は，多角形断面柱と長方形断面柱とでは，柱圧着面の曲

げ圧縮域での有効支圧幅が異なることによるものと考え

られる。 

c ）圧着部でのすべり変位 

図 -10 に荷重と既存柱圧着部におけるすべり変位の関

係を示す。すべり変位δ s は，加力芯上の既存柱と被覆

コンクリート間の相対変位であり，図には柱上部と下部

のすべり変位 ( δ su,δ sd)を示している。各試験体とも柱

下部のすべり変位δ sd は最終荷重までほとんど生じてい

ない。これに対して，柱上部のすべり変位δ su は， C2

試験体では顕著なせん断ひび割れが生じていないことか

ら，最終荷重まで非常に小さいが，C3,C3a,C3b試験体で

はせん断ひび割れ発生後に増大している。ただし，この 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 荷重－鉛直変位関係 
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N

δsd

δsu
N

δsd

δsu
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　　 すべり変位
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図 -11  同一断面内のX方向鋼材のひずみ分布 図 -12  Y方向 PC 鋼棒のひずみと荷重の関係
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圧縮 引張

↓せん断ひび割れ目視確認

荷重 鉛直変位 すべり変位 荷重 鉛直変位 すべり変位
N(kN) δv(mm) δsd(mm) N(kN) δv(mm) δsd(mm)

C2 2,500 0.14 0.00 10,100* 1.33 0.00
C3 0.17 0.00 16,100 1.88 0.07
C3a 0.20 0.01 12,700 2.35 0.01
C3b 0.19 0.00 14,200 1.89 0.01

*C2試験体は主筋降伏ひずみ ε yの 58%時の荷重ﾚﾍﾞﾙ（ 0.58ε sy）

4,000

設計荷重Nd時 主筋降伏Nsy時

試験体

変位は，せん断ひび割れの進展によって生じた局部的な

変形であり，圧着面全体でのすべり変位とは異なるもの

と考える。 

表-6に，変位の測定結果をまとめて示す。各試験体の

設計荷重時における鉛直変位およびすべり変位は0.2mm

以下で非常に小さく，かつプレストレスの大小や既存柱

の形状による大きな差異は見受けられない。 

d ）PC鋼棒のひずみ 

図 -11 に，支持点間方向（Ｘ方向）の PC 鋼棒および

鉄筋のひずみ（加力開始からの増分値）分布を示す。 

ひずみ増分値は，各試験体とも断面内でほぼ直線的に

分布している。また，主筋降伏荷重 Nsy 時（ C2 試験体

は 0.58ε sy 時）においては，すべての PC 鋼棒に引張力

が付加されている。このとき，最下段の PC 鋼棒のひず

みの絶対量は，降伏ひずみに対して， C2,C3 試験体では

0.75～ 0.8 ， C3a,C3b 試験体では 0.55～ 0.6 であった。 

図 -12 に，支持点間直交方向（Y方向）の PC 鋼棒の

ひずみと荷重の関係を示す。荷重の増加とともに上段の

PC 鋼棒のひずみ（▲△印）は引張方向に進展し，下段

の PC 鋼棒のひずみ（▼▽印）は圧縮方向に移行する傾

向を示す。特に上段の PC 鋼棒のひずみは，ひび割れ発

生後に引張側に顕著に大きくなっている。このことよ

り，Y方向の PC 鋼棒には，ひび割れ発生後の曲げ圧縮

域コンクリートのはらみ出しを拘束し，被覆コンクリー

ト部の耐力低下を抑制する効果のあることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 -10  荷重－すべり変位関係 

表-6 変位測定結果一覧 
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表-7 各種強度一覧 

表-8 各種部材強度の計算式 

図 -13  各種計算強度と実験値の比較（ C3 試験体）

図 -14  圧着応力度算定時の有効幅の設定

種類 項目 C2 C3 C3a C3b
曲げひび割れ強度荷重 計算値(kN） 3,757 5,170 3,376 3,733

実験目視(kN) 4,800 - 6,400 5,200
文献6（8.5）式 比（実/計） 1.28 - 1.90 1.39

せん断ひび割れ強度荷重 計算値(kN） 5,110 7,397 6,314 6,610
実験目視(kN) - 13,300 8,000 9,700

文献7（6.2.1）式 比（実/計） - 1.80 1.27 1.47
主筋曲げ降伏荷重 計算値(kN） 7,981 11,216 7,846 8,515

実験値(kN) - 16,100 12,700 14,200
文献8（1.1.14）式 比（実/計） - 1.44 1.62 1.67
圧着強度荷重(kN) 計算値(kN） 11,620 14,638 7,377 8,659

式(1),(2),(3) 実験値(kN） - - - -
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 せん断ひび割れ強度↓

C3試験体
Nsy=16,100kN

・曲げひび割れモーメント

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献6　（8.5）式

　　　σB：コンクリートの圧縮強度(N/mm2
），Ze：等価断面係数

　　　N：軸方向力（本検討では加力前のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力），D:曲げ材の全せい

・せん断ひび割れ強度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献7　（6.2.1）式

　　　φ：耐力係数(=1)，b：梁幅，κ：形状係数(=1.5)
　　　σT=0.33√σB：コンクリートの引張強度(N/mm2

）(本検討では割裂強度)

　　　σ0：作用応力度(N/mm2
）

　　　　（本検討では加力前のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力による圧縮応力度）

・主筋曲げ降伏モーメント

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献8　（1.1.14）式

　　　at：引張鉄筋断面積，σt：引張鉄筋応力度（本検討では降伏応力度）

　　　d：曲げ材の鉄筋に関する有効せい

　　　η･P：有効プレストレス力（本検討では加力前のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力）

　　　dp：曲げ材の圧縮縁から引張側にあるPC鋼材（重心）までの距離
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（３）各種強度の検討 

表-7に各種強度の一覧を示す。同表の計算値は，表-8

に示す既往の強度計算式6),7),8)から求めた各試験体の部材

強度を加力時の荷重に換算したものである。計算式のパ

ラメータとなるコンクリートの圧縮・割裂強度および弾

性係数は，材料試験結果による値を使用した。 

図 -13 に各種計算強度と実験値の比較を示す。同図は

C3 試験体に対する計算値を実験で得られた荷重－鉛直

変位関係図に示したものである。 C3 試験体のせん断ひ

び割れの目視確認値（□印）は，計算値の 1.8 倍となっ

た。加力時における曲げひび割れの発生は未確認であっ

たが，曲線の勾配が明らかに変わる荷重が10,000kN程度

であることから，曲げひび割れはこの付近で発生したも

のと考えられる。この場合の曲げひび割れ荷重は計算値

の 2 倍程度に相当する。主筋の曲げ降伏荷重の実験値

は，計算値に対して 1.4 倍程度の余裕がある。圧着強度

荷重の計算値は，圧着面の摩擦係数を 1.0 とし，式 (1)

～式 (3) を用いて計算した。試験体の各方向における圧

着応力度算定時の有効幅 Wpx, Wpy の設定は図 -14 に示す

手法によった。 

 

                       (1)  

 

                       (2)  

 

                       (3)  

 

ここで， NP ：圧着強度荷重 

μ：圧着面の摩擦係数 

σpx,σ py：Σ Pex およびΣ Pey による圧着応力度 

Acx, Acy ：既存柱のX方向およびY方向圧着面の

水平投影面積 

Σ Pex, Σ Pey ：加力開始前のX方向およびY方向の

PC 鋼棒のプレストレス力（実験値）

の総和 

D：部材の全せい 

   Wpx, Wpy ：圧着応力度算定時のX方向およびY方

向有効幅 

 

圧着強度荷重の計算値は長期設計荷重の 3.6 倍程度に

なった。本実験では圧着強度の確認はできなかったが，

本試験体は設計荷重の約 4 倍の最大荷重に達しても圧着

面でのすべり破壊は生じておらず，実際の圧着強度はこ

れよりもさらに高いものであると考えられる。 

表-7に示した計算値に対する実験値の比率は， 1.27～

1.90であり，各計算式は安全側の評価となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）まとめ 

 本実験結果より以下の所見を得た。 

①実仕様を模擬した C2,C3 試験体は，設計荷重の 2 倍 

程度までひび割れのない無損傷の状態を示してお

り，本荷重受替え工法の安全性が確認された。 

②ジャッキ反力部の被覆コンクリート部は，設計荷重 
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図 -16  試験体図（ C1,C1a 試験体） 

表 -11  材料試験結果 

図 -15  試験体のモデル化図と加力方法 
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表-9 試験体一覧 

試験体記号 C1 C1a C1b
対象 隅柱（実仕様）

縮尺率

設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力 設計量 設計量×0.1 設計量

（設定値） 40kN 4kN 40kN
PC鋼棒

アンカー筋 なし

シアキー 幅300mm、深さ6mm、総長さ240mm

3-9.2φ

1/5
C1比較用

9-D10

(1) 実躯体      (2) 試験体 

試験体 項目 記号 単位 実躯体 試験体 比（試/実）

設計荷重 Nd kN 4,000* 160 1/25.00
シアキー幅 wi mm 1,500 300 1/5.00
シアキー高さ(深さ) xi mm 30 6 1/5.00
シアキー長さ ai mm 1,200 240 1/5.00
シアキー総数 ｎ - 4 4 1/1.00
アンカー筋総断面積 Σsca mm2 3,582 639 1/5.61
設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力 Pe kN/1本 333 13.3 1/25.00

*柱軸力受替え時の反力基礎の負担荷重（8,000kN×1/2）

C1

圧縮強度 割裂強度 弾性係数 圧縮強度 割裂強度 弾性係数

N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2

ｺﾝｸﾘｰﾄ C1 39.2 - 29,200 45.3 - -
C1a 38.3 3.2 28,300 47.6 3.3 23,600
C1b 38.0 2.9 28,700 43.9 3.4 23,300

種別 降伏応力度 降伏ひずみ 弾性係数

N/mm2 µ N/mm2

ｱﾝｶｰ筋 D10 SD295A 341 2,199 190,000
PC鋼棒 9.2φ C種1号 1,315 7,033 208,000

対象 試験体

既存柱部 反力基礎部

緊張材（共通）

（C1,C1aのみ）

対象 径
使用部位

の 4 倍の荷重に対しても圧着面でのすべり破壊は生

じなかった。 

③支持点間直行方向（Y方向）の PC 鋼棒は，下段で

はひずみの変化が少ないこと，上段では引張ひずみ

が増加して曲げ圧縮域のコンクリートを拘束するこ

とが確認された。 

④多角形断面柱と長方形断面柱の試験体では，ひび割

れ発生まではほぼ同様の性状を示したが，その後の

剛性および最大荷重は前者が後者を下回った。 

⑤既往の強度計算式から求めた部材強度荷重は，実験

値を安全側に評価した。 

 

４．隅柱基礎反力部性能確認実験  
 

（１）実験計画 

a ）試験体 

 図 -15 に試験体のモデル化図を示す。試験体の形状

は，既存躯体を見たてた柱の左右に後打ちの反力基礎を

配置する対称形とした。試験体の種類は表-9に示す 1/5

縮尺の 3 体である。 C1 試験体は実施工を模擬した標準

試験体である。 C1a 試験体は PC 鋼棒のプレストレスを

ほとんど与えず，打ち継ぎ部の目開き状態を確認する試

験体である。 C1b 試験体はあと施工アンカー筋の有無に

よる終局状態の相違を確認する試験体である。なお，シ

アキーは縮尺率に合わせて形状を設定した。表 -10 に実

躯体と試験体の対応を示す。 

 図 -16 にC1,C1aの試験体図を示す。 C1b 試験体は打ち

継ぎ面のアンカー筋がないだけで，配筋状態や PC 鋼棒

の本数およびシアキーの形状等は， C1, C1a 試験体と同

じである。各試験体ともまず打ち継ぎ面にシアキーやあ

と施工アンカーを施した既存躯体部分を製作し , 反力基

礎の後打ちを行った。反力基礎のコンクリートの強度発

現を確認した後，左右の反力基礎の上部を貫通する PC

鋼棒に，表-9に示すプレストレスの導入を行った。 C1a

試験体のプレストレス導入量は C1 試験体の 0.1 倍程度

を目安とした。表 -11 に使用材料の試験結果を示す。 

b ）加力および計測方法 

 図 -15 に加力方法を，写真-4に加力状況を示す。実施

工時のジャッキを見たてた反力ブロックを左右の反力基

礎 A,B 上に設置し，鉛直載荷装置（最大荷重 3,000kN ）

により加力した。加力ルールは柱軸力受替え時の設計荷

重 Nd （ 8,000kN × 1/2 ×1/52=160kN）まで加力した

後， Nd の 0.5 倍の荷重まで除荷し，その後最大荷重ま

で再載荷する方法とした。 

 図 -16 にひずみゲージ貼付位置を，図 -17 に変位計の

設置位置を示す。計測項目は，鉛直荷重， PC 鋼棒の緊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 -10  実躯体と C1 試験体の対応 
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図-19  荷重－目開き変位関係 

写真-5 最終ひび割れ状況 
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図 -17  変位計配置図 

図-18  荷重－鉛直すべり変位関係
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張力 , 打ち継ぎ面の鉛直すべり変位（ DV-1 ～ 6 ）と目

開き変位（ DH-1 ～ 6 ）および PC 鋼棒とアンカー筋の

ひずみである。 

 

（２）実験結果 

 すべての試験体の最終破壊は右側の反力基礎Bの打ち

継ぎ面に生じた。したがって，以下では反力基礎Bの計

測結果について示す。 

a ）最終ひび割れ状況と破壊状況 

 最終ひび割れ状況を写真-5に示す。各試験体とも基礎

上部に斜めひび割れが生じ，シアキーのせん断破壊に至

った。 C1a 試験体はプレストレス量が小さいため，打継

ぎ面の上下にわたって目開きが進行した。 C1b 試験体は

アンカー筋がないため，シアキーの破壊と同時に脆性的

なせん断破壊が生じた。 

b ）打ち継ぎ面の鉛直すべり変位 

 各試験体の荷重－鉛直すべり関係の比較を図 -18 に示

す。すべり変位は上部の打ち継ぎ面の値（ DV-1 ）であ

る。各試験体の最大荷重はほぼ同じであるが，すべり出

し荷重と破壊性状に違いが見られた。 C1 試験体のひび

割れは , 約 1.3Nd ， C1a,C1b 試験体は約 1.8Nd で目視に

より確認した。すべり出し荷重の大きさは C1 （約

2.5Nd ） ,C1b（約 2.0Nd ） ,C1a（約 1.0Nd ）の順序とな

り , プレストレス力が設計量相当で打ち継ぎ面にアンカ

ー筋のある C1 試験体が最も大きく，プレストレス力が

設計量× 0.1 相当である C1a 試験体が最も小さくなっ

た。C1,C1a試験体に使用したアンカー筋は，耐力向上に

はほとんど寄与しないが，シアキー破壊後の急激な荷重

低下の防止に対して有効であった。シアキー破壊後も

2.5 ～ 3.0Nd 程度の荷重を保持した。 

c ）打ち継ぎ面の目開き変位 

 各試験体の荷重－目開き関係の比較を図 -19 に示す。

目開き変位は , 既存躯体と反力基礎間の上部打ち継ぎ部

に生じた水平相対変位（ DH-1 ）である。目開き荷重の

大きさは， C1b （約 2.0Nd ） ,C1 （約 1.2Nd ） ,C1a（約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.7Nd ）の順序となり，プレストレス力が小さい C1a 試

験体の目開きが最も低い荷重で生じた。 C1b 試験体はア

ンカー筋が未使用であるため，ひび割れ発生後の目開き

変位の増加の割合が大きくなった。最大荷重時の目開き

変位は，各試験体とも 0.6 ～0.7mm程度であった。 

N
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表 -13  各種強度一覧 

表 -14  各種部材強度の計算式 

図 -21  各種計算強度と実験値の比較（ C1 試験体）
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 ｱﾝｶｰ筋のせん断抵抗

C1試験体

 　シアキー
 ▽支圧強度

種類 項目 C1 C1a C1b
シアキーの支圧強度荷重 計算値(kN) 282 276 274

実験最大値(kN) 598 594 551
文献9 解式(3)(4) 比（実/計） 2.12 2.15 2.01

シアキーのせん断強度荷重 計算値(kN) 225 223 222
実験最大値(kN) 598 594 551

文献9 解式(5)(6) 比（実/計） 2.65 2.67 2.48
ｱﾝｶｰ筋のせん断強度荷重 計算値(kN) 448 436 -

実験値(kN) 463 394 -
文献10（4）式 比（実/計） 1.03 0.90 -

・シアキーの支圧強度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献9　解式(3)(4)

　　　α：支圧耐力係数(=1)，wi：シアキーの接触面幅

　　　xi：シアキーの高さ（深さ）,σB：コンクリートの圧縮強度(N/mm2）

・シアキーのせん断強度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献9　解式(5)(6)

　　　ai：シアキーの付け根部長さ

・頭付きアンカーボルトのせん断耐力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献10　(4)式

　　　φｓ1：低減係数(=1.0)，sca：アンカーボルトの軸断面積

　　　FC：コンクリートの設計基準強度(kgf/cm2)（本検討ではσB）

　　　EC：コンクリートのヤング係数(kgf/cm2)

�
�

�����

n

1i
iiB1sk xwQ

�
�

�����

n

1i
iiB2sk wa5.0Q

� �CCsc1sa EFa5.0q ����

表 -12  変位測定結果一覧 

図-20  PC 鋼棒のひずみと荷重の関係 
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PC鋼棒

荷重 すべり変位 目開き変位 荷重 すべり変位 目開き変位

N(kN) δvs(mm) δh(mm) N(kN) δvs(mm) δh(mm)
C1 159 0.00 0.02 598 0.26 0.62
C1a 162 0.04 0.06 594 0.55 0.68
C1b 159 0.00 0.00 551 0.42 0.62

試験体

設計荷重Nd時 最大荷重Nmax時

d ）PC鋼棒のひずみ 

 各試験体の PC 鋼棒のひずみ（加力開始からの増分

値）と荷重の関係を図 -20 に示す。各試験体とも荷重の

増加に伴って PC 鋼棒のひずみも増加しており，すべり

変位や目開き変位の抑制に PC 鋼棒が寄与していること

がわかる。その傾向はひび割れ発生後に顕著である。

C1 と C1b 試験体のプレストレスは設計量相当で同一で

あるが，ひび割れ発生後は C1b のひずみ増加量が大きく

なり，プレストレスが小さい C1a とほぼ同じになった。

C1b はアンカー筋がないため，ひび割れ発生後の PC 鋼

棒の応力負担が大きくなったためと考えられる。 

表 -12 に変位測定結果の一覧を示す。設計荷重時にお

ける各試験体のすべり変位や目開き変位はほとんど零に

等しいが，プレストレスが小さい C1a 試験体にわずかな

変位が生じた。最大荷重時においても C1a の変位量が他

の試験体をやや上回った。 

 

（３）各種強度の検討 

表 -13 に各種強度の一覧を示す。同表の計算値は，表 -

14に示す既往の強度計算式 9),10) から求めた各試験体の部

材強度を加力時の荷重に換算したものである。計算式の

パラメータとなるコンクリートの圧縮強度および弾性係

数は，材料試験結果による値を使用した。 

図 -21 に各種計算強度と実験値の比較を示す。同図は

C1 試験体に対する計算値を実験で得られた荷重－鉛直

すべり変位関係図に示したものである。 C1 試験体のシ

アキー破壊時の最大荷重は，シアキーの支圧強度荷重の

計算値に対して 2 倍程度，せん断強度荷重の計算値に対

しては 2.5 倍程度の余裕があり，計算式は安全側の評価

となった。アンカー筋のせん断強度荷重の計算値は，

PC 鋼棒の断面積も考慮したものであり，計算値はシア

キー破壊後のアンカー筋のせん断抵抗荷重とほぼ一致し

た。 

表 -13 に示した計算値に対する実験値の比率は， 0.90

～ 2.67であり，各計算式はほぼ安全側の評価となった。 

 

（４）まとめ 

 本実験結果より , 以下の所見を得た。 

①実仕様を模擬した C1 試験体の載荷実験の結果，シ

アキーの破壊強度の実験値は，設計式による計算値 

の約 2 ～ 2.5 倍となり，本設計が終局耐力に対する

十分な安全性を有していることが確認された。 

②アンカー筋を配置することにより，シアキー破壊後

の急激な破壊を防止することができることが明らか

となった。 
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５．むすび  
 

実施工で採用する柱軸力受替え工法における油圧ジャ

ッキ反力部の圧着性能を検証することを目的とし，「柱

上部反力部性能確認実験」および「隅柱基礎反力部性能

確認実験」を実施した。その結果 , 本柱軸力受替え工法

の有効性を確認した。 
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